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本研究は，1900-1920年に電気軌道が開業した地方16都市を対象として，都市構造，事業形態，経営戦

略の視点より路線選定の意図および特徴を分析し，電気軌道敷設による都市基盤形成の特質を明らかにし

た．成果は以下の通りである．1）路線選定について，沿線施設の特徴や市外線の有無より「市内完結」，

「市域外遊覧地接続」，「都鄙連絡」の3傾向があったことを示した．2）電気軌道の輸送規模は各都市の

人口と強く関係し，人口9万以上の都市では市内で完結し，人口8万以下では市外線が設けられたことを示

した．3）民間資本による経営戦略を背景に，各都市の第一期計画路線は，鉄道や港等の交通拠点，官庁

施設や中心市街地，娯楽施設を一本もしくは複数本で効率よく接続する選定がされたことを示した． 
 

     Key Words : modern local cities, electric tramway, urban form, transport, infrastructure management 
 
 

1. 研究の背景と目的 
 
 日本の都市空間の形成原理を理解する上で，1919 年

（大正 8）年の旧都市計画法下の都市計画は重要な主題

である．また，その基礎としての近世までの都市構造

（主として城下町）の形成原理の理解も欠かせない．し

かしながら，近世的都市から近代的都市への転換期であ

り，徒歩や牛馬による交通から鉄道や軌道等の近代的交

通へ変化する 1900-1920 年の都市形成に対する理解は未

だに十分ではない．自動車交通の普及以前の 1900-1920
年において，都市（市街地）改造の契機となったのは電

気軌道の敷設であった．地方都市における軌道路線は，

費用の関係から一本から数本に限定され，旧都市計画法

下の網目状の街路網計画とは異なり，非常に集約的なイ

ンフラ投資であり，これが後の都市形成にも大きな影響

を与えた．また，これらが六大都市を除いて全て民間資

本によって整備されたことは，その形成原理を理解する

上で重要な点であり，事業面の意図がその計画に大きく

影響したと考えられる． 

 都市内の電気軌道敷設は，六大都市から進められたが，

道路拡幅事業の財源として利用されるなど，その事業手

法も特筆すべきものであり1)，また，都市のスプロール

化2)を促進させるなど都市形成に大きな影響を与えた．

一般に，軌道事業は 1890（明治 23）年に公布された

「軌道条例」により認可された事業を指す．また，「公

共道路上ニ敷設」3)されるために「公共的にして且つ獨

占的事業」4)とされ，電気軌道の路線選定は必然的に道

路網との関わりが大きかった5)． 
 地方都市の電気軌道敷設は，その路線形態も事業手法

も六大都市とは大きく異なるものである．たとえば池上

らは，地方都市においては大都市のような郊外開発や住

宅地形成は必ずしも進められていないことを示した6)．

また，岐阜7)や金沢8)，和歌山9)においては電気軌道敷設

と都市形成の関係が明らかにされているが，これらの先

行研究が示すのは，近代化を目指す各都市の電気軌道は，

各都市固有の輸送需要に対応する形で実現し，拠点間の

連絡と都市内の新たな輸送動線の軸をつくり上げ，都市

の骨格軸を形作ったことである．また，その都市軸は
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1919（大正 8）年の旧都市計画法制定以降へと継承され

た．このように各都市の都市骨格を形成した電気軌道が，

どのような輸送需要や計画主体の意図が反映されて敷設

されたかを読み解くことは，土木史・都市史研究におけ

る重要な研究課題である． 
 電気軌道の事業計画については，地元の電力会社社長

が電気軌道事業へ出資していたこと10)や，六大都市のよ

うな大都市を中心として投機目的の軌道事業が計画され

ていたこと11)などが，地域史や事業史の側面より明らか

にされている．一方，電気軌道の路線選定が，都市の構

造や事業形態，経営戦略とどのように結びついていたか

については十分に明らかにされておらず，この視点より

考察することに本研究の独自性がある． 
以上をふまえ，本研究では，地方都市における先駆的

な電気軌道事業である 1900-1920年に開業した 16事例に

着目し，各電気軌道事業の路線選定の特徴を明らかにす

るとともに，その事業形態や経営戦略の観点から軌道敷

設ならびに都市形成の意図を考察し，電気軌道敷設によ

る都市基盤形成の特質について明らかにすることを目的

とする． 
そこで本研究では，電気軌道事業の各都市における特

徴を考察するために，以下の 3つの視点に着目する． 
 第一の視点は「都市構造」である．当時の市役所や県

庁，港，鉄道などの主要な都市施設の位置を把握した上

で，電気軌道がどういった施設との接続を重要視したの

かを分析し，電気軌道敷設地の都市構造に対する路線選

定の特徴を明らかにする（3章）． 
 第二の視点は「事業形態」である．各事例の事業内容

に着目し，電気軌道事業の関係主体，市街地改造事業と

の関わり，輸送事業の種類，営業目的，軌道の軌間，敷

設された都市の人口規模より，電気軌道の事業形態の特

徴を明らかにする（4章）． 
 最後に，電気軌道が事業として成立するために必要で

あった「経営戦略」の視点に着目し，事業形態と都市構

造の関係について考察を行う（5章）．すなわち，どの

ような都市機能や施設との接続を重要視して軌道敷設が

意図されたかを読み解くことで，電気軌道敷設における

路線選定の特徴を明らかにする．  
 
 
2．本研究の分析対象と研究史料 
 
(1) 分析事例と手法 
 本研究では，地方都市の都市基盤形成と電気軌道の関

係を分析するために，以下の 4項目に該当する事例を研

究対象とした． 
（一）軌道法が公布される 1921 年の前年に当たる 1920

年までに開業した電気軌道事業を対象とした． 

（二）電気を動力として開業し，鉄道事業との併用路線

を持たない軌道事業を対象とした．そのため，

軽便鉄道から改軌した「伊予鉄道」や国鉄と一

部併用軌道で開業した「大津電車軌道」，馬車

軌道で開業した「函館馬車鉄道」などは分析の

対象外とした． 
（三）県庁所在都市もしくは 1920年時点で人口 10万人

を超えていた都市を事業の対象地として開業し

た軌道事業を対象とした．ただし，九州電気軌

道は，開業時に門司市と小倉市を通っており，2
都市で人口が 10万人を越えるため対象とした． 

（四）六大都市（東京市・横浜市・名古屋市・京都市・

大阪市・神戸市）と接続する軌道事業は本研究

対象から除いた． 
上記の 4項目には 16 事例が該当し，これらを本研究の

分析対象とした．各分析対象事例については，国立公文

書館所蔵の一次史料である「鉄道省文書」[1]を中心とし

て，「市史」[2]と「事業史」[3]，「市議会史」[4]，そして

測量図[5]などの資料を用いて分析を行った．また，分析

に不足しているデータを補うために，各種統計資料で補

足した． 
 対象とする 16 事例それぞれの開業年は以下の通りで

ある（表-1）．研究対象には豊洲電気鉄道のように，京

都電気鉄道の開業以前からすでに電気軌道事業の免許を

得るなど，全国的にかなり早い段階から電気軌道事業を

計画していたものも存在した．また，これら 16 事例は

地方都市における初期の電気軌道事業と位置付けること

ができ，中でも豊洲電気鉄道や土佐電気鉄道，和歌山水

力電気のような先駆的な事例は，免許取得から開業まで

に多くの時間を有している（表-1）．これは，先駆的事

業であるがゆえに開業に必要な技術者や資金出資を行う

実業家が地方都市に不足していたことや，日露戦争によ

る材料高騰，資金不足などが影響していたと考えられる． 
 
(2) 分析対象の「第1期計画路線」について 
 電気軌道事業と都市基盤形成との関わりを論じるため

に，開業時に計画されていた軌道の路線選定や沿線施設，

関係主体，営業目的，軌間，事業規模などについて分析

を行った．分析する項目について，本研究では以下の視

点により各項目を定め，分析を進めた． 
（一）本研究では，会社が開業するまでに申請した計画

路線の中で実現した軌道路線を「第 1期計画路線」

と定義し，分析の対象とした．ただし，開業前

に特許を得ている場合においても，軽便鉄道へ

の改軌によって実現した場合などは，該当路線

を分析対象から除外した． 
（二）「沿線施設」について，電気軌道開業時に「第 1

期計画路線」の沿線約150m以内[6]に位置している
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施設を分析対象とした． 
（三）電気軌道が敷設された都市の市域内の路線を「市

内線」，市域外の路線を「市外線」と表現した． 
（四）事業の関係主体に関して，各分析対象都市におけ

る県内在住の実業家を「地元」，県外在住の実

業家を「外部」と表現した．そして，「計画主

体」は会社設立の経緯に深く関わる場合や発起

人であること，「経営主体」は株式への出資者

や役員であることに着目してそれぞれ考察した． 
（五）「営業目的」に関しては，主に鉄道省文書に所収

されている「企業目論見書」より読み取った．

ただし，一部の事例では史料が不足していたた

め，各事例の『市史』や『事業史』も補足的に

用いて分析した． 

 上記の方法により，各事業の規模や営業目的を整理し

た結果を表-2に示す．また，表-3に各「第 1期計画路線」

の沿線に位置する施設を示した．これらをもとに，都市

構造，事業形態，経営戦略の視点から分析と考察を行う． 
 
 
3. 電気軌道事業の基本形と都市構造 
 
(1)  路線選定の基本形に関する考察 
本章では第 1期計画路線の路線選定を取り上げ，都市

構造に対する路線選定の特徴を考察する．具体的には，

電気軌道敷設時の沿線施設やその規模より，路線選定時

にどのような空間と接続することが重要視されていたの

かを考察する． 

表-1 本研究で対象とする16事例の開業年次 

 

表-2 本研究で対象とする16事例の事業内容とその規模 

 

1900
1904

1909
1909

1910
1911
1911
1911
1911

1912
1912

1913
1914
1914

1915
1919

1895
1898

1899
1903
1903

1910
1910

160,000 10.6 1067 / – –
100,000 15.2 1067 / – –
350,000 11.6 1067 / – – –
300,000 3.4 1067 / – – – –
600,000 8.2 1435 / – 10,680 – ( )
500,000 27.4 1067 / 2,112 101,250
250,000 34.7 1435 / / – – –
310,000 10.7 1435 / / – –
1,500,000 8.0 1435/1067 / 1,500 ※2
1,000,000 3.9 1067 / – – – –
3,000,000 9.7 1435 / – – – –
230,000 5.5 1067 – – 4,000 – ( )
500,000 6.9 1067 / – – –
1,000,000 10.7 1435 / / / 9,180 54,432
500,000 3.5 1435 / / / – 8,100 ※2
1,500,000 12.2 1067 / – – – –
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 まず各路線規模に着目すると，分析対象の 16 事例中，

10km未満の短距離路線が半数を占めていたことを確認

した．ただし，開業時期や開業時の資本金と営業距離の

関係性を読み取ることはできなかった． 
 つぎに，表-3で示された各電気軌道路線の沿線に位置

していた施設を確認すると，全事例において「中心市街

地」と接続していた．また 4 事例を除く全ての路線が

「鉄道」との連絡を図っていた．連絡していない 4事例
の中で，豊洲電気鉄道と土佐電気鉄道，沖縄電気軌道の

3 事例については，電気軌道の開業時にはまだ鉄道が開

通していなかった．一方，豊洲電気鉄道と土佐電気鉄道

の事例においては，港と接続することで，既存の交通ネ

ットワークとの連絡を図っていた．松山電気軌道に関し

ては，開業当時，国鉄は未だ松山を通っておらず，伊予

鉄道による軽便鉄道が松山市を通っていた．松山電気軌

道と伊予鉄道は道後温泉への旅客輸送において激しい競

争状態にあったことから，競合相手である伊予鉄道との

連絡を避けたと考えられる．沖縄の事例は一部例外的で

はあるものの，各事例とも電気軌道開業時，既存の交通

拠点（港・鉄道）との接続を図り，市内の交通網を充実

させる路線選定が意図的に行われていた． 
 加えて，市役所や県庁といった官庁施設[7]も沿線施設

として多くの事例で共通していた．これは，官庁施設が

位置する官庁街が城下など中心市街地に位置しているこ

とが多く，電気軌道の利用客を多く見込むことができる

と考えられていたためだと捉えることができる． 
また，遊郭や城などの都市域内の遊覧施設に接続する

電気軌道も多く認められる．しかし，城郭に接続しない

電気軌道路線も複数存在しているため，沿線に位置する

施設としての一般性は前述の施設と比較して低い．病院

や高等教育機関など，住民の日常的な利用を見込むこと

のできる施設も沿線に多く位置しているが，前述の娯楽

施設と同様に，中心市街地や交通拠点，官庁施設ほどの

一般性を有していたとはいえない． 
以上をふまえて，地方都市における電気軌道の路線選

定の基本形を以下の通りに定めた．すなわち，地方都市

では電気軌道敷設に際して，交通拠点（港・鉄道）と官

庁施設（市役所・県庁），中心市街地を繋ぐことで，既

存の広域な交通ネットワークと中心市街地を接続させる

ことが多くの事例で共通する基本的な路線選定の考え方

であった．この基本形には，交通拠点および官庁施設と

接続していない沖縄電気軌道，官庁施設と接続していな

い呉電気鉄道と広島電気軌道の 3 事例を除く 13 事例が

該当していた． 
 

(2) 路線選定の特徴 

路線選定の基本形に加えて，市外線の有無および市外

線が接続する施設の特徴を考慮して，分析対象 16 事例

の第 1期計画路線を以下の 4タイプに分類した（図-1）． 
一：市内完結（長崎/岡山/富山/金沢） 

二：市域外遊覧地接続（豊洲/松山/和歌山） 

三：都鄙連絡（鹿児島/福博/博多/土佐/美濃/九州） 

四：特殊形（呉/広島/沖縄） 

また表-3で示した沿線施設を，利用者の属性や利用の

目的を考慮して新たに「娯楽施設[8]：城，遊郭，共進会

会場，庭園/公園」，「軍施設」，「生活施設：病院，

高等教育機関」と設定したうえで各タイプの定義と特徴

をまとめると以下の通りである（図-2，表-4）． 
 第一に「市内完結」型である．「市内完結」型は，敷

設された電気軌道が対象となる地方都市の市域内で完結

していた路線特徴を有する．長崎電気軌道と岡山電気軌

道，富山電気軌道，金沢電気軌道の 4事例が「市内完結」

型に分類され，10km未満の短距離路線が多く，全事例

が鉄道駅を起点として，市内の官庁施設を経過して娯楽

表-3 各電気軌道事業に位置する沿線施設 

 

( )

2 /
3

( )

– 4 – – – – – – – – –
– – – – – – – – –

– – –
– – – – – – – – – –

– – – –
5 – – – – – – –

– – – – – – –
– – – – –

– – – – – – – –
– – – – – –
– – – – – – – –

–※6 – – – – – – – –
– –※4 – – – – – – – – –

– – – – – – –
– – – – – – – –

– – – – –

1 4 /
2 5
3 / / / / 6
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施設や軍施設，生活施設へと接続する軌道路線を形成し

ていた． 
 第二は「市域外遊覧地接続」型であり，電気軌道路線

が地方都市の市外に位置する遊覧施設へ接続している路

線特徴を有する．豊洲電気鉄道と和歌山水力電気，松山

電気軌道の 3事例であり，距離別には 10-20kmの中距離

路線に全事例が該当している．3 事例とも港へ電気軌道

が接続していたことも特徴である． 
 第三は「都鄙連絡」型であり，その定義は市外線を有

しており且つその市外線が遊覧地と接続することを目的

としていないことである．土佐電気鉄道と福博電気軌道，

博多電気軌道，九州電気軌道，美濃電気軌道，鹿児島電

気軌道の6事例が該当する．長距離路線（20km以上）の

2事例が該当する唯一の類型である一方で，10km未満の

短距離路線も 2事例該当している． 
 第四に「特殊形」である．これは，前述の基本形で示

した路線選定に該当しない呉電気鉄道と沖縄電気軌道，

広島電気軌道の 3事例である． 
 

 
4. 「第1期計画路線」と事業形態 
 
(1) 事業内容とその狙い 
 本章では，表-2をもとに各会社の事業形態を明らかに

する．具体的には，電気軌道事業の関係主体，市街地改

造事業との関わり，輸送事業の種類，営業目的，軌道の

軌間，敷設された都市の人口規模より，各事業形態の特

徴を考察する． 
a) 電気軌道事業の関係主体 
 分析対象の 16 事例中，関係主体に着目すると，本研

究で取り扱う 16 事例は全て経営主体が実業家らによっ

て開業していたことが特徴として認められる（表-2）．

 
図-2 16事例にみる電気軌道の路線形態（概略図） 

 
図-1 路線選定の特徴と分類 
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加えて，全事例において地元実業家の関与も確認するこ

とができる． 
 他方，唯一福博電気軌道と富山電気軌道の 2社につい

ては計画主体として市と県が関わっていたことを確認し

た．この 2事例は，共に共進会の開催に合わせて都市内

の交通動線を整えることを目指して電気軌道の開業を計

画した．それ故に事業の発起に市や県といった主体が関

わったが，結果的に経営は民間資本によって行われたこ

とが特徴である．  
b) 市街地改造事業との関わり 
 次に市街地改造との関係について 16 事例を確認する

と，電気軌道の敷設と合わせて市区改正委員会が設置さ

れ，市区改正事業の議論・実施を確認することができた

のは美濃電気軌道と金沢電気軌道の事例のみであった．

他にも，岡山電気軌道の事例では，電気軌道開通以前に

市区改正委員が設置されて電気軌道敷設を利用した街路

整備が計画されていたが，その実現には至っていない．

また，電気軌道の敷設に伴う道路事業は土佐電気鉄道と

福博電気軌道，長崎電気軌道の事例においても確認され

た．しかしながら，これらの事業が市区改正のような都

市改造計画と結びついていた事実は確認できない．地方

都市においては，京都や東京のように電気軌道事業によ

り市街地改造を進めることは稀な事例であったといえる． 
c) 輸送事業の種類 
 電気軌道事業の輸送事業については，旅客輸送のみを

扱う事例と旅客輸送と貨物輸送の両方を扱う事例の 2つ
を確認した．貨物輸送を扱うことが計画されていたのは

7 事例（約 44%）であり，半数以上の事例が旅客輸送の

みを扱っていた．分析対象の地方都市の中で「港」を有

する都市は12事例ある一方で，接続していた事例は7事
例（約 58%）のみであった．この 7事例中，貨物輸送を

計画していたのは 6事例（約 86%）が該当し，唯一和歌

山水力電気の事例が港と接続しているにも関わらず，貨

物輸送が計画されていない．この点については筆者らの

既往研究12)において明らかになっており，和歌山水力電

気が名勝地として有名な和歌浦および和歌浦港，和歌山

市中心市街地，南海鉄道を繋ぐような路線を選定してお

り，貨物よりも旅客輸送に重点を置いていた．また，貨

物輸送を計画した 7事例の中で港と接続していないのは

美濃電気軌道のみであった．しかしながら，美濃電気軌

道の敷設地である岐阜市は内陸の都市であるため港が位

置しておらず，その代わりに鉄道と接続して全国へと貨

物を運んでいたことが既に明らかにされている[9]．  

d) 営業目的と軌間 
 電気軌道事業の認可を得る過程において，各主体は

「企業目論見書」を提出することが必須であり，その書

類には各事業の営業目的が記されていた．この『鉄道省

文書』に所収されている「企業目論見書」を中心として，

『市史』や『事業史』を補足的に用いてまとめた内容が

表-2 中の「営業目的」である．富山電気軌道を除く 15
事例が一般運輸も含めた複数項目の営業目的を有してい

た．本研究では，特に郊外開発や市街地拡大と直接的に

結びつくと考えられる不動産事業を計画していた 6事例
の軌間を取り上げる．『鉄道員年報』13)によると，箕面

有馬電気軌道をはじめとして，大都市を起点とする電気

軌道会社（神戸電鉄，京都市電など）は 1435mmの軌間

を採用していた．当時，国鉄は 1067mmを採用しており，

1435mm は建設コストが高くなる一方で，輸送能力は広

軌の方が優れているため，大都市の輸送需要に適応する

ために，1435mm を採用していたといえる．本研究で取

り扱う中では，唯一博多電気軌道が 1067mm と 1435mm
を併用しており，国鉄との接続を考慮して貨物線を

1067mm，旅客線を1435mmと使い分けていた．対象事例

の中で 1435mmを採用しているのは 7事例あり，その内

表-4 「第1期計画路線」に見る各路線の特徴（特徴ごと距離順に記載） 

 

会社名 路線長(km) 軌間(mm) 不動産事業 路線特徴
(市域内)

鉄道 官庁施設 娯楽施設 軍施設 生活施設 港

(市域外)

市外遊覧地 周辺町村

長崎電気軌道 3.5 1435 ○ 市内完結※ ○ ○ – – ○ ○ – –
岡山電気軌道 3.9 1067 – 市内完結 ○ ○ ○ – ○ – – –
富山電気軌道 5.5 1067 – 市内完結 ○ ○ ○ – – – – –
金沢電気軌道 12.2 1067 ○ 市内完結 ○ ○ ○ ○ ○ – – –
豊洲電気鉄道 10.6 1067 – 市域外遊覧地※ – ○ – – – ○ ○ –
松山電気軌道 10.7 1435 ○ 市域外遊覧地※ – ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

和歌山水力電気 11.6 1067 – 市域外遊覧地 ○ ○ ○ – ○ ○ ○ ○

博多電気軌道 8.0 1435/1067 – 都鄙※ ○ ○ ○ – – ○ – ○

福博電気軌道 8.2 1435 ○ 都鄙 ○ ○ ○ ○ ○ – – ○

鹿児島電気軌道 10.7 1435 ○ 都鄙※ ○ ○ – – ○ ○ – ○

土佐電気鉄道 15.2 1067 – 都鄙※ – ○ ○ – – ○ – ○

美濃電気軌道 27.4 1067 – 都鄙※ ○ ○ ○ – – – – ○

九州電気軌道 34.7 1435 ○ 都鄙 ○ ○ ○ ○ ○ – – ○

呉電気鉄道 3.4 1067 – 特殊形 ○ – ○ – ○ – – –
沖縄電気軌道 6.9 1067 – 特殊形 – – ○ – – – ○ –
広島電気軌道 9.7 1435 – 特殊形 ○ – ○ ○ ○ – – –

※は貨物輸送を計画していた事例を示す．
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5 事例が市外線を有し，且つ営業目的に「不動産」事業

が含まれている（表-2）．そのため，これらの 5 事例は，

少なくとも他の地方都市の事例よりも電気軌道による移

動の需要が多いと見越して，広軌を採用して電気軌道を

敷設し，市外線の沿線に住宅地開発や娯楽地の建設を計

画していたものと考えられる． 
 
(2) 人口規模と市外線 
 前述の通り，不動産事業を計画していた事例において

は，軌間と市外線の有無は重要な項目であった．しかし，

市外線の有無のみに関して着目すると，必ずしも不動産

事業と結びついていたわけではないことがわかる．事実，

市外線を有する 9事例の中で不動産事業を行なったのは

4 事例のみである．では電気軌道を市外へと展開した 9
事例はどのような事業形態もしくは都市の実情と結びつ

いていたのだろうか．市外線を有することは必然的に軌

道による輸送システムの効果が及ぶ範囲が広くなり，よ

り多くの輸送需要に応えることができるようになる． 
 そこで，市外線の有無において，当時の電気軌道が敷

設される以前の人口規模に着目して考察を行う．表-514)

は，本研究で着目する都市の1903（明治36）年から1918
（大正 7）年までの人口推移と市外線の有無を示してい

る．大分市のデータのみ一部不足しており開業前の人口

を読み取ることはできないが，1908（明治41）年時点で

人口が約 3万人であるため，開業時においてもそれを下

回る人口であったと判断することが妥当だといえる． 
 図-3は，電気軌道の路線距離と各都市で電気軌道が開

業される以前の人口（表-5の黒帯部分）の関係性を示し

たものである．この図より，開業前の各都市の人口と市

外線の有無が強く関係していた様を読み取ることができ

る．具体的には，福岡市の事例を境界として，約 8万人

以下の地方都市の事例は市外線を有しており，周辺町村

との連絡を図っていた．ただし，16 事例中で富山電気

軌道は唯一人口 8万人以下で市外線を有していない事例

である（図-3）．富山電気軌道の設立経緯を確認すると，

富山市の共進会開催に併せて開業した事例であり，共進

会終了後は急激に利益が減少していたため15)，市外線の

有無に関しては例外的な位置付けだといえる． 
 以上をふまえて，地方都市における電気軌道敷設につ

いては，約 9万人を超える人口規模の都市においては市

外線を敷設せず，約8万人を下回る人口規模の都市にお

いては市外線も敷設してより広域な輸送需要に対応し

ていたことが明らかになった． 
 

 
5. 経営戦略から見た電気軌道事業の特徴 
 

本章では，前章までの分析に加えて，電気軌道事業

の収益に着目し，その経営戦略について考察を行う．

収益に関して考察する理由として，軌道条例に沿って

軌道事業の認可を得るためには，事業の申請時に「収

支概算書」で利益を計上することが必須であったため，

線路選択や事業内容にも必然的に影響を与えていたこ

とが考えられるためである．以下，3章で見出した 4タ
イプごと事業内容を総合的に分析，考察する． 

 
(1) I：市内完結 
 富山電気軌道は，1913（大正 2）年に開催された共進

会に合わせて電気軌道が計画された事例であり，知事

が地元と外部の実業家へ呼びかけ，実現した路線であ

る．そのため，敷設された電気軌道路線も国鉄富山駅

から分岐し，市中心部を通って端部に位置する共進会

会場へと繋がっていた．しかし，前述の通り，共進会

終了後は利用者が激減し，県からの補助によって成り

立っていた事例である．  
 岡山電気軌道と金沢電気軌道に関しては，共に鉄道

駅を端点として中心市街地に位置する官庁施設を通り，

城や遊郭などの娯楽施設，病院や高等教育機関などの

 

図-3 郊外線の有無と各開業前の人口の関係 

表-5 各の開業年と対象都市の人口推移（人） 

 

( ) ( )

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2 4 6 8 10 12 14 16

(km)

1900 1 - 29,547 38,905 43,842
1904 35,518 38,279 39,162 50,955
1909 68,527 77,303 77,683 84,603
1909 - 66,006 100,679 128,342 154,687
1910 71,047 82,106 97,303 98,583
1911 40,168 41,488 51,647 57,909

1911 38,065
36,825

55,682
31,615

71,977
38,139

73,377
33,672

1911 37,842 44,166 45,189 58,346
1911 71,047 82,106 97,303 98,583
1912 - 81,025 93,421 86,961 96,446
1912 - 121,196 142,763 167,130 162,391
1913 - 56,275 57,437 64,822 73,032
1914 2 43,132 47,562 55,547 59,362
1914 59,001 63,640 75,907 92,306
1915 - 153,293 176,480 161,174 198,147
1919 - 99,657 110,994 129,804 158,637

1 1911
2 1921
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生活施設と連絡することで人々の移動を促している．岡

山電気軌道に関しては距離も5km以内と比較的短く，国

鉄岡山駅−城−県庁−病院−医学専門学校−遊郭−公園をつな

ぎ，岡山市内での集客を見込むことができる施設を効率

よく選んでいることを確認できる． 

 一方，金沢電気軌道の沿線施設を確認すると，特徴は

岡山電気軌道と似ているが，路線の距離が 12.2km と

「市内完結」型の中で最長の路線を有する事例である．

金沢電気軌道は，金沢城を中心として市内の中心市街地

に環状の路線を開業させており，国鉄金沢駅−官庁施設−

城−病院−医学専門学校−庭園−軍施設などを繋いでいるこ

とが特徴である．金沢市は人口規模も大きく，軍都とし

ての特徴も有していたことから，市内を環状に繋ぐこと

で電気軌道事業の利益を充分に獲得することができると

考えられていたといえるだろう． 
 長崎電気軌道は，当初案では市内を網羅的に繋ぐこと

を計画していたが，資金不足によってその計画を縮小し，

病院・医学専門学校・工場−国鉄長崎駅−県庁−長崎港を

繋ぐ路線のみを敷設して開業させた．本研究ではこの縮

小された路線を「第 1期計画路線」として捉えており，

この路線が残った意図は，工場や病院で働く人の生活動

線を確保し，安定した利益を生み出すことで，順次軌道

を延長させていくことであった．また，長崎電気軌道は

貨物輸送も行っていたため，運輸面で重要な港と鉄道を

電気軌道で結び，旅客輸送のみではなく物流網の形成も

狙っていたと捉えることができる． 
 以上のように，「市内完結」型の経営戦略の傾向とし

て，人口規模が比較的多い都市であるため，都市内の旅

客輸送を主とした輸送需要に応える事業展開の方針であ

ったことを伺うことができる．また，3章で明らかにな

った路線選定の基本形を踏襲しながら，富山と岡山，金

沢の 3事例は城郭など近世都市の核となっていた施設と

の接続を優先した一方で，長崎では中心市街地から離れ

た病院や工場との接続が重要であった．そのため長崎電

気軌道は，他の 3事例が観光動線としての側面を見出す

ことができることに対して，労働者や物流のための輸送

動線として機能していたといえる（図-416)）． 
 
(2) II：市域外遊覧地接続 
 豊洲電気鉄道については，電気軌道開業時には鉄道が

まだ開業しておらず，町役場（1911年に市制施行で大分

市となる）と港，温泉地として近世以前より有名な別府

町を接続していた．加えて，豊洲電気鉄道は貨物輸送も

行っていたことから，鉄道敷設以前の都市の玄関であっ

た港と中心市街地間で旅客・貨物輸送を行うことで，い

ち早く陸路の輸送システムを整備することを狙ったと考

えられる．  
 和歌山水力電気の事例に関しては，大阪−和歌山を繋

ぐ南海鉄道の支線として南海鉄道和歌山市駅−和歌山市

−和歌浦（港含む）−黒江町を和歌山水力電気の電気軌

道が結んだ．和歌山水力電気は和歌浦港とも接続してお

り，和歌山の中心市街地と県庁前，和歌山城などの施設

を通って和歌浦へと繋がる旅客輸送の機能には，観光動

線としての位置付けも含まれていた17)．  
 松山電気軌道に関しては，事業対象都市に鉄道駅があ

るにも関わらず，唯一接続していない事例である．その

理由について前述の通りであり，競合相手の伊予鉄道を

意図的に避けていたと考えられる．松山電気軌道は，三

津浜港−松山市−道後温泉へと繋がる路線を開業してお

り，貨物輸送も行っていたため，豊洲電気鉄道のような，

鉄道路線に頼らない軌道路線による交通網で旅客と貨物

の需要を満たすことを狙っていたといえる．  
 「市域外遊覧地接続」型では，既存の港や鉄道と連絡

して中心市街地，市外の遊覧地へと繋がる輸送システム

を整えることで，観光動線として旅客輸送を促す方針が

執られていた点を共通性として評価することができる

（図-518)）． 
 
(3) III：都鄙連絡 
a) 沿線施設の特徴 

 「都鄙連絡」型の事例では，経営の視点を考察するた

め，まず電気軌道で接続された施設とその配置の関係に

ついて整理する． 
 土佐電気鉄道は，開業時にまだ鉄道が高知市を通って

おらず，港−中心市街地−周辺町村とつながる路線を敷

設した．そのため，まずは港を起点として既存の中心市

 
図-4 「市内完結」の岡山電気軌道（国土地理院「岡山北部」

1916，「岡山南部」1916を用いて筆者加工） 
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街地および周辺町村と旅客と貨物の輸送システムを整え

ることが意図されていたといえる．  

 美濃電気軌道は，国鉄岐阜駅と中心市街地，周辺町村

を結んでおり，その路線選定に関して，市外線は物流動

線として，市内線は観光動線としての機能がそれぞれ重

要視されていた19)．  

 福博電気軌道は，富山電気軌道と同じく共進会の開催

に合わせて軌道敷設が進んだ事例であった．ただし，国

鉄博多駅と官庁施設，共進会会場，中心市街地，市外に

位置する病院および大学，市内の軍施設を結び，共進会

終了後も輸送需要が途絶えない路線選定がされていた．  

 博多電気軌道は，福博電気軌道が開業した翌年に同じ

く福岡市内に環状線を敷設して開業した．対象事例の中

で唯一 1都市に 2社が営業していた事例である．国鉄博

多駅−博多港−官庁施設−遊郭を結ぶ市内環状線と国鉄吉

塚駅へと繋がる市外線を有していた．  

 鹿児島電気軌道は，市内の中心市街地および国鉄，港，

官庁施設，病院，旧制高等学校を結び，周辺町村とも接

続した．実現した「第1期計画路線」は官庁施設の近く

を通っているが，当初計画されていた路線では官庁施設

との接続は重要視されておらず，土地を取得する過程で

変更して実現した路線であった．  

 九州電気軌道は本分析対象の中で最大規模の路線であ

り，2 市 3町をつなぐ電気軌道が「第 1 期計画路線」と

して実現した．今回の分析には，小倉市と門司市で敷設

された軌道路線を市内として捉えた．九州電気軌道は，

両市の中心市街地と官庁施設に接続しており，小倉市で

は鉄道にも接続していた．また，両市においてそれぞれ

港が機能していたが，既に鉄道路線が接続していたため，

港とは接続しておらず，鉄道路線と並行するように路線

選定が行われていることも特徴である．  

b) 事業内容と線路選定の意図 
 本項では，路線選定の特徴に「軌間」と「営業目的」

の視点を加えて，経営戦略に関して考察する． 
 「都鄙連絡」型の 6事例の軌間と営業目的は表-2です

でに示した通りであり，1435mm の広軌で不動産事業を

手がけていた福博電気軌道と九州電気鉄道，鹿児島電気

軌道の 3 事例，1067mm の標準軌と不動産事業を行わな

かった土佐電気鉄道と美濃電気軌道，そして 1435mmと

1067mm を併用して不動産事業を行わなかった博多電気

軌道である． 
 美濃電気軌道と土佐電気鉄道では，地元有志らが特産

品の美濃和紙と土佐和紙を運ぶための物流動線を求めて

いた．岐阜の場合は美濃町−岐阜市−国鉄岐阜駅を結び，

高知の場合20)は伊野町−高知市−高知港を結ぶ物流動線を

完成させた．そのため，市外線の意図は，郊外の特産品

を既存の交通拠点（港・鉄道）と繋げることであったと

考えることができる．他方，地方都市の官庁施設が位置

する中心市街地や娯楽施設とも接続し，旅客輸送の需要

も満たす路線選定であったといえる． 
 一方，福博電気軌道と九州電気軌道，鹿児島電気軌道

の 3事例に関しては，計画主体・経営主体に大都市の実

業家が名を連ねていた． 
 九州電気軌道は 2市 3町を繋ぐ広域な軌道網を展開し

た事例である．当初の資本金は僅か 25 万円であるが，

開業から 1年と経たずして資本金を 315万円へと増資し

た．また，1914（大正 3）年頃には住宅地や娯楽施設の

経営を実現させており，その背景には阪神電気軌道の役

員や技師が九州電気軌道で兼務していたことから，関西

の沿線開発を手本としていたことが挙げられた21)． 

 
図-5 「市域外遊覧地接続」の松山電気軌道（国土地理院「松山」1903を用いて筆者加工） 
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 福博電気軌道に関しては，共進会開催に合わせて電気

軌道敷設を福岡市が計画しており，同じ計画を東京の実

業家である福澤桃介らも有していたことから，市が有し

ていた特許路線を福沢らに譲渡して実現した．彼らも九

州電気軌道と同様に住宅開発や娯楽施設の経営も行なっ

ていたとされており，大都市の先行事例を参考にした電

気軌道事業の展開を構想していたと考えられる． 
 鹿児島電気軌道は，計画主体が地元の実業家によるも

のであり，電気軌道の特許を取得した当初は「市内完結

型」の路線であった．しかし，会社が設立する過程にお

いて川崎造船社長の松方幸次郎らも経営に関わり，営業

目的に不動産事業が追加され，同時に市外へと伸びる路

線を新たに取得した22)．鹿児島電気軌道の事業内容に関

しては，開業以前から市外の娯楽地開発を計画していた

ことが池上らによって既に報告されている23)．そのため，

松方ら大都市実業家らの影響によって，郊外開発を視野

に含んだ事業計画へと変更され，より高い収益を得るた

めの路線選定が行われたと捉えることができる． 
 博多電気軌道に関しては，旅客（1435mm）と貨物

（1067mm）それぞれで軌間を使い分けており，貨物輸

送の軌間を国鉄と合わせることで円滑な輸送を実現させ

た．博多電気軌道の営業目的には不動産事業が含まれて

いないが，1910（明治43）年に支線の敷設を申請した

際，営業目的に「娯楽機関ヲ設備シ不動産上ノ物権

ヲ獲得シ賣買」が追加されていた24)．この申請は却下

されたために実現していないが，自社で娯楽施設を

営業する事にも意欲を示していた． 
 このように，「都鄙連絡」型に関しては，まず博多電

気軌道について，貨物輸送や不動産事業も開業以前より

計画されていたが，結果的に旅客・貨物の輸送事業を中

心とした事業展開を行っていた．美濃電気軌道と土佐電

気鉄道に関しては物流動線の形成という側面が意図され

ていた一方で，他の 3事例に関しては大都市の先行事例

を知る実業家らが事業を牽引し，沿線開発を視野に入れ

た事業経営がなされた（図-625)）． 
 
(4) IV：特殊形 
 沖縄電気軌道によって開業された電気軌道は，那覇区

中心市街地と市外に位置する首里城を結んでいた．当時，

那覇区にはまだ鉄道が通っていなかったため，港が旅

客・貨物輸送の重要拠点であった．しかし，沖縄電気軌

道は港と接続せず，遊郭を含む中心市街地から市外の首

里城まで延びていた．そのため，旅客輸送を中心とした

観光・生活動線として機能していたといえるが，既存の

交通拠点や官庁施設との接続を重要視していた他の事例

とは大きく異なる． 
 呉電気鉄道と広島電気軌道の両事例は，市内に港が位

置していた一方で電気軌道は接続せず，貨物輸送も行わ

なかった．これは，両事例の港には既に鉄道が接続して

おり，電気軌道によって改めて接続する必要性が低かっ

たことが考えられる．加えて，官庁施設と接続していな

い点も共通する特徴である． 
 呉電気鉄道の事例に関しては，呉市の中心市街地から

離れた位置にある遊郭まで電気軌道が延びていたことか

ら，呉市の人々を遊郭へと運ぶことで利益を計画してい

たといえる．呉市には軍港が配置されていたため，軍関

係の労働者も多く，遊郭の需要が高かったと考えられる．

それは，16 事例中で最も短い営業距離（3.4km）で認可

を得ていることからも伺うことができる．  
 広島電気軌道の路線は国鉄広島駅−中心市街地−国鉄

己斐駅を繋いでいた一方で，中心市街地から外れた場所

に位置していた官庁施設には接続しなかった事例である．

市の南部に位置する宇品港には国鉄がすでに接続してお

り，広島電気軌道の接続は第 2期線において実現してい

たことからも，港との接続に対する優先順位はそれほど

高くなかった．中心市街地付近の広島城や練兵場，また

高等師範学校や病院とも接続していたことから，官庁施

設と接続しなくとも住民の日常的な利用や遊覧客・軍関

係者による利用を確保することができる路線選定であっ

たといえる．  
 以上の通り，各事例に関して「第 1期計画路線」を対

象に事業形態，都市構造，経営戦略の視点より明らかに

した電気軌道事業の特徴を表-6にまとめた． 
 
 
6. 結論 
 
 本研究では，地方都市における先駆的な電気軌道事業

である 1900-1920年に開業した 16事例を分析対象として，

各電気軌道事業の路線選定の特徴，事業形態や経営戦略

 

図-6 「都鄙連絡」の鹿児島電気軌道（国土地理院「鹿児島」

1904を用いて筆者加工） 
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からみた軌道敷設ならびに都市基盤形成の特質について

明らかにした．以下が本研究の成果である．  
 第一に，都市構造の視点より以下について明らかにし

た．各第 1期計画路線の沿線施設，路線規模および路線

選定より，港や鉄道といった広域な輸送網と官庁施設，

中心市街地を結ぶことが多くの事例で共通しており，本

研究ではこの路線選定を基本形と定めた．加えて本研究

で着目した 16 事例は，敷設された電気軌道が地方都市

の市域内で完結する「市内完結」型，電気軌道が地方都

市の市外に位置する遊覧施設へ接続する「市域外遊覧地

接続」型，市外線を有しており且つその路線が遊覧地と

接続しない「都鄙連絡」型の 3つの傾向に加えて，基本

形で示した路線選定に該当しない「特殊形」の 4タイプ

に分類できる路線選定の特徴をもつことを明らかにした． 
 第二に，事業形態の視点から以下について明らかにし

た．分析対象の 16 事例は，全て民営事業として電気軌

道が敷設されており，経営主体も富山電気軌道と土佐電

気鉄道の 2事例を除いて地元と外部の実業家らによる共

同経営であった．また，不動産事業を営業目的としてい

た6事例（福博/九州/松山/鹿児島/長崎/金沢）は，金沢を

除いて全て 1435mmの軌間を採用しており，より多くの

旅客輸送を見越した電気軌道の敷設を実現させた．他方，

地方都市では市外線の有無，すなわち電気軌道の輸送規

模は対象となる地方都市の人口規模と強く関係していた．

具体的には，16事例の開業以前の人口規模と「第1期計

画路線」の市外線敷設計画の有無を比較した結果，岡山

表-6 分析対象16事例の特徴 

 

会社名

旅

客

輸

送

貨

物

輸

送

不

動

産

事

業

路線特徴

（図-2参照）
事業の特徴

（A：第1期計画路線における路線選定の特徴，B：事業経営上の特徴）

岡山電気軌道 ○ - - 市内完結

Ａ：岡山駅から城下まで伸び，県庁のある北側と病院や東山公園などのある南側へと分岐した旅客輸送の路線．

Ｂ：軌道事業と共に市区改正を実現することや，市内を通る追加の複数の路線が計画されていたが，実現には至ら

　  なかった．駅から城下へと一直線に中心市街地を通り，短い路線距離で各施設を効率よく結んだ．

富山電気軌道 ○ - - 市内完結

Ａ：富山駅から県庁と市役所の位置する中心市街地を通って共進会会場まで接続する路線．

Ｂ：共進会の開催に合わせた電気軌道の敷設を富山県知事が地元の実業家らに呼びかけて実現した．官庁施設や中

　　心市街地を通ってはいるが，共進会終了後に収入が大幅に下がり，半分以上を県の補助金で事業を成り立たせ

　　るほどであった．

長崎電気軌道 ○ ○ ○ 市内完結

Ａ：長崎市の北端に位置する医学専門学校と病院，長崎駅，中心市街地，港，県庁を沿岸部に沿って繋いだ路線．

Ｂ：資金不足により，開業の障害が少ない路線を第一に実現させる縮小案で開業した．病院や，同じく北部に位置

　　していた工場の労働者などの旅客動線として利益を上げることが想定されており，貨物輸送も行っていた．

金沢電気軌道 ○ - ○ 市内完結

Ａ：国鉄から金沢城の城郭を取り巻くように中心市街地に環状線を敷設し，官庁施設や軍施設などと接続した．

Ｂ：金沢市の市区改正の計画に沿った箇所に電気軌道が敷設された．そのため，第1期線は市内で完結しており，

　　官庁施設や城，軍施設，庭園などの金沢市の各施設を繋ぐ旅客動線として機能し，収益も順調であった．

豊洲電気鉄道 ○ ○ - 市域外遊覧地

Ａ：官庁施設と港を繋ぐ市内線と，別府町（温泉地）へと繋がる市域外遊覧地接続の路線がある．

Ｂ：鉄道開業以前の事例であり，最初期の事例ゆえに電気軌道の性能が未だ良くなく，旅客輸送の成績も芳しくな

　　かった．旅客輸送に限らず，貨物輸送や電灯電力の供給も手がけていた．

和歌山水力電気 ○ - - 市域外遊覧地

Ａ：和歌山市駅から官庁施設を含む中心市街地を通って市外の名勝地である和歌浦，黒江町へと接続した．

Ｂ：南海鉄道が大阪と和歌山の旅客輸送を積極的に行う計画に併せて，市の中心部を通って市外遊覧地の和歌浦へ

　　と旅客輸送を行った．多くの旅客が和歌山市を訪れ，開通後は和歌山城や公園の開発を行うほどであった．

松山電気軌道 ○ ○ ○ 市域外遊覧地

Ａ：競争相手の伊予鉄道とは接続せず，市外の港と中心市街地，市外の遊覧地を結ぶ路線を自社のみで形成した．

Ｂ：娯楽地開発や港からの貨物輸送など多角的な経営を行っていた．伊予鉄道が都市の外縁を通っていることに対

　　して，軌道の特性を活かして中心市街地を通り，旅客の利用を促した．

土佐電気鉄道 ○ ○ - 都鄙

Ａ：港と高知市の中心市街地，市外に位置する伊野町を繋いでおり，街路整備事業も併せて行われた．

Ｂ：鉄道開業以前の事例であり，都鄙連絡線は市外の伊野町の和紙輸送が目的であり，貨物輸送が積極的に行われ

　　た結果，後に工場地域が形成されるに至った．高知市と港を繋ぐことで，旅客の安定的な利用も見込まれてい

　　たといえる．

博多電気軌道 ○ ○ - 都鄙

Ａ：市外の国鉄吉塚駅と市内の国鉄福岡駅，港，官庁施設，遊郭を繋ぎ，環状の電気軌道路線を市内に敷設した．

Ｂ：開業時には既に福博電気軌道が営業しており，協議により一部路線を撤回するなど2社が共存できる路線が選

　　定された．国鉄と港間において貨物輸送を行うなど，「海陸連絡ノ大目的」を重要視し，遊郭や官庁施設など

　　旅客輸送による収益も見込むことができる事業展開を行っていた．

福博電気軌道 ○ - ○ 都鄙

Ａ：国鉄と官庁施設，共進会会場，軍施設，周辺町村に位置する大学などを結ぶ一方で港とは接続しなかった．

Ｂ：共進会の開催に間に合うことを条件に，市から特許を譲渡や用地費，橋梁架設費の援助などを受けて，旅客の

　　利用を促す種々の施設と接続する縦貫路線を完成させた．また，住宅地や娯楽地の開発も実施していた．

美濃電気軌道 ○ ○ - 都鄙

Ａ：周辺町村と国鉄を結ぶ郊外線と，国鉄から官庁施設や公園のある中心市街地と接続する市内線の2路線．

Ｂ：市外に位置する上有知町から和紙を輸送するための機能が市外線に求められてた．市内線については旅客輸送

　　が中心であると考えられ，美濃電気軌道は市区改正事業や公園開発に対して寄付を行っていた．

九州電気軌道 ○ - ○ 都鄙

Ａ：国鉄や港，官庁施設，軍施設を繋いで市外へと伸びており，2市3町を結ぶ広域な旅客輸送網を展開した．

Ｂ：各都市の港と接続していた国鉄に対して，市街地同士を結ぶように電気軌道が敷設された．また旅客輸送のみ

　　ではなく，関西の実業家らの主導により娯楽地や住宅地の開発も計画されていた．

鹿児島電気軌道 ○ ○ ○ 都鄙

Ａ：官庁施設の位置する中心市街地を挟んで鹿児島駅と武駅を結び，北に周辺町村，南へ軽便鉄道と接続した．

Ｂ：貨物輸送や住宅地や娯楽施設の開発も行っており，港および国鉄との連絡を踏まえた旅客・貨物輸送の収益を

　　計画していたといえる．電気軌道開通後，沿線地区が新たな中心市街地と認識されるほどの盛況を呈した．

呉電気鉄道 ○ - - 特殊形

Ａ：国鉄呉駅と中心市街地，病院，市街地の端部に位置する遊郭を繋ぐ路線．市役所や港には接続せず．

Ｂ：軍都であるが港や練兵場，市役所には接続していない．一方，路線選定の特徴より鉄道の利用者および呉市の

　　労働者を遊郭へと運ぶことによる利益に重点を置いていることを読み取ることができる．

広島電気軌道 ○ - - 特殊形

Ａ：広島市を取り巻く複数の国鉄駅と中心市街地を繋いでいる．官庁施設や港には接続せず．

Ｂ：市中心部の広島城や練兵場，病院など，旅客輸送の利益を期待できる施設に接続している．第2期線において

　　宇品港と接続しているが，旅客輸送が中心であるため，鉄道と中心市街地との接続がより重要視されていた．

沖縄電気軌道 ○ - - 特殊形

Ａ：那覇区の中心市街地と遊郭を通って都市域外の首里城へと伸びる路線．港や軍施設とは接続していない．

Ｂ：鉄道開業以前であったが，港や官庁施設と接続しておらず，那覇区の人々を遊郭や首里城へと運ぶ遊覧動線と

　　して機能し，収益を得ることが計画されていたと考えられる．
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市の事例で示した約 9万人を超える人口規模に該当する

都市において市外線は計画されず，市内で完結する路線

選定であったことを明らかにした．一方，富山の事例が

一部例外ではあるが，約 8万以下の人口規模に該当する

都市においては市外線が設けられた． 
 第三に，経営戦略の視点から以下の点を明らかにした．

電気軌道の特許を取得する際の「収支概算書」をもとに

16 事例の経営戦略を考察した．「市内完結」型は人口

規模が比較的多い都市であるため，都市内の旅客輸送を

主とした輸送需要に応える方針であった．「市域外遊覧

地接続」型は港や鉄道と連絡して中心市街地や市外の遊

覧地を繋げる観光動線としての輸送システムの整備とし

ての位置づけが大きく，これと合わせて都市中心部の軌

道敷設が行われた．「特殊形」に分類された事例では，

接続施設への旅客輸送による利益確保の視点を有してい

たことが共通していた．一方，「都鄙連絡」に分類され

た 6事例は，市外と接続して娯楽施設や住宅を開発して

旅客利用を促す事例や，郊外の特産品を運ぶための物流

動線としての機能が求められた事例など，より地域の状

況を反映した複合的な電気軌道事業として展開された． 
 総じて，民間資本によって敷設された地方都市の電気

軌道は，各都市固有の都市構造および輸送需要に対応し，

また軌道事業自体の事業性や戦略性を含みながら，鉄道

や港，官庁施設，中心市街地，娯楽施設を接続する一本

から数本の都市骨格軸ならびに地域間ネットワークを築

き上げた．人口規模の大きい地方都市では市内の連絡を

より強化する路線が形成され，人口規模が小さい地方都

市では周辺の都市と接続することにより広域の地域間連

絡を強化する路線が形成された． 
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補注 
[1] 本研究では「鉄道省文書」として参考文献26)−48)を

分析に用いた． 
[2] 本研究では「市史」として参考文献49)−69)を分析に

用いた． 
[3] 本研究では「事業史」として参考文献70)−92)を分析

に用いた． 
[4] 本研究では「市議会史」として参考文献93)−96)を分

析に用いた． 
[5] 本研究では測量図として参考文献97)−119)を分析に用

いた． 
[6] 詳細は本文にて論じているが，本研究で着目した電気

軌道事業においては，その多くが官庁施設との接続を

意図していたと捉えることができた．中でも市役所の

接続を意図していたと考えられる路線を多く確認する

ことができたため，本研究においては16事例の電気軌

道路線と市役所の距離を測定し，その平均値（約

154m）より沿線施設の距離を150mと定めた．  
[7] 本研究では，市役所と県庁を官庁施設として扱ってい

るが，当時まだ市制を施行していなかった大分と那覇

に関しては，町役場と区役所をそれぞれ官庁施設とし

て扱った． 
[8] 当時の社会背景を考慮すると，観光的側面も併せもっ

ていた参詣も娯楽に類することができる要素であると

考えることができる．しかしながら，本研究で着目し

た16事例においては参詣を主目的とした軌道事業を確

認することができなかったため，「寺社」を項目に設

定することなく考察を行なっている． 
[9] 美濃電気軌道の設立経緯とその意図については参考文

献7)に詳しい．また，長良川の舟運は電気軌道開通後

に利用されなくなった様子が参考文献66)に記載され

ており，川湊と接続することも意図されていなかった

と読み取ることができる． 
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URBAN CONSTRUCTION AND DEVELOPMENT OF ELECTRIC TRAMWAY  
IN THE MEIJI AND TAISHO PERIOD 

—THROUGH THE CASE OF 16 LOCAL CITIES IN 1900-1920— 
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and Masashi KAWASAKI 

 
This study aims to show the characteristic of urban construction and development of electric tramway 

analyzing by each management strategy, business content, and urban structure. In particular, this study has 
focused on the case of 16 local cities in 1900-1920. The results are as follows. At first, selection of route 
has turned out that there are three certain tendencies, the types of completed line in the city, connecting to 
suburban tourist resort and connecting to the suburban-rural area. At second, the scale of conveyance is 
strongly related to the population of each city. Specifically, the population of the city more than 90,000 has 
only city line. On the other hand, thepopulation of the city less than 80,000 has city line and suburbs line. 
At third, in the background of the business strategy by private capital, the first planned route of each city 
was selected to efficiently connect to transportation bases such as railways and ports, government facilities, 
central urban area, and entertainment facilities with one or more. Thus, this study shows that the develop-
ment of electric tramway formed the urban frame of the local city in 1900-1920. 
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